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都市整備に関する

国の施策並びに予算に関する提案・要望

平成２２年７月

大　　　阪　　　府
平成２３年度都市整備に関する国の施策並びに予算に関する提案・要望

　日頃から、大阪府都市整備行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

大阪府では、大阪・関西がアジアと日本各地との「ヒト・モノ・カネ」の結節点、いわば「中継都市」の役割を果たして、その効果を全国へ波及させることにより、アジアとの熾烈な都市間競争に打ち勝つため、“競争による成長”戦略を進めています。
大阪都市圏の競争環境を整備するとともに、アジアの活力を大阪・関西に取り込み、全国へと波及させるためには、圏内の都市基盤整備の強化が不可欠です。
これらの施策を強力に進めていくためには、国と地方が適切な役割分担のもと、地方自らがその責任と判断により事業を推進することができるよう、地域主権を実現する必要があります。
　平成２３年度の国家予算編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　橋 下　徹
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地域主権の実現
１．自治財政権の確立
・社会資本整備総合交付金については、地方の自主性を尊重し、国が関与しない制度にされたい。また、将来的には、必要な財源を移譲した上で廃止されたい。
・国直轄事業負担金制度についても、廃止の時期を明確にし、早期に本制度を廃止されたい。

２．地方の裁量による都市基盤整備の推進
・十分な自治財政権の確立までの間は、地方自らがその責任と判断で事業を推進できるよう、所要の財源措置を講じられたい。
３．直轄国道の移管

・国と地方の役割分担を明確にし、高規格幹線道路以外の国道は全て地方に移管されたい。また、移管に際しては、必要な財源等を確実に移譲されたい。
４．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律の弾力的運用

・財源を移譲した上で、国庫補助金を廃止し、地域主権の実現を図られたい。そこに至るまでの間は、国庫補助を受けた土地も民間に貸し付ける取組みを積極的に進めていくため、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」の弾力的運用を図られたい。
５．国土利用計画法の改正
・「国土利用計画法」で定められている土地利用基本計画については、森林法の許可に基づく行為を現状追認するだけなど、上位計画としての役割を果たしていないことから、都道府県ごとの策定義務を廃止し、選択制とされたい。
経済の活性化を先導する都市の再生
１．高速道路等の整備推進

・新名神高速道路について、事業区間の着実な整備と未着手区間の早期事業化を図られたい。
・大和川線（大阪都市再生環状道路）の整備推進を図られたい。
２．都市圏高速道路等の一体的運営構想の実現
・阪神高速道路等の都市圏高速道路について、地域自らの責任と判断で、バラバラな料金体系を一元化し、利用しやすい料金体系を実現するとともに、その料金収入により、淀川左岸線延伸部などミッシングリンクの整備や維持管理を行う仕組みを構築されたい。

３．地方の財源の安定的な確保と充実

・機能的な道路ネットワークの形成や戦略的維持管理、開かずの踏切対策である連続立体交差事業等にあたり、地方自らがその責任と判断で事業を推進できるよう、所要の財源措置を講じられたい。
４．都市鉄道の整備推進
・おおさか東線（大阪外環状線鉄道）の北区間整備に向けた鉄道事業者に対する指導を行うとともに、事業の推進にあたり所要の財源措置を講じられたい。
５．鉄道の計画・構想路線に対する支援
　 ・関西国際空港が関西・日本各地からアジアへのゲートとして機能するため、抜本的なアクセス改善を図られたい。
◇なにわ筋線については、速達性を重視した都市鉄道調査を推進するとともに、関空アクセス研究会において、なにわ筋線と新幹線・リニア等の高速鉄道案との比較など最適なアクセス手段を検討されたい。
◇最適なアクセス整備のため、既存制度にとらわれない財源の確保策を検討されたい。
　・北大阪急行延伸事業において、事業化に向けた関係者への助言を行われたい。
６．阪神港の国際コンテナ戦略港湾への位置付けと支援措置の実施
　・阪神港については、国際コンテナ戦略港湾に位置付けるとともに、資源の集中投資を行うなど必要な支援措置を講じられたい。
７．市街地整備制度の確立
　・「都市再開発法」等において、集約型都市構造を強化するための新たな市街地整備制度を確立されたい。
◇老朽化した再開発ビルの再々開発制度を確立されたい。
◇複数の事業地区間で権利の置換えを可能とする事業制度を確立されたい。
◇施設建築物の高層化と土地への権利変換を同時に行う柔軟な再開発制度を確立されたい。
　・「土地区画整理法」「大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法」において、第二京阪道路沿道での産業促進を目的とした活力創出型のまちづくりに対応した制度を確立されたい。
安全で安心できるまちづくり
１．治水事業の推進

・直轄事業については、十分な調整を図られた上、地方の実情を踏まえて実施されたい。
◇淀川水系河川整備計画に位置づけられた事業の実施について、十分な協議・調整を図られたい。また、阪神なんば線淀川橋梁の架け替えを促進されたい。

◇大和川の治水対策を促進されたい。また、水環境の再生に向け、より一層の流域全体の水質改善への取り組みを図られたい。

◇亀の瀬地すべり対策事業後の跡地整備事業を促進されたい。

◇スーパー堤防事業の実施については、地方の意見を踏まえ、十分な調整を図られたい。

・河川事業、土砂災害対策事業にあたり、地方自らがその責任と判断で事業を推進できるよう、所要の財源措置を講じられたい。
・安威川ダムについては、府としての検証を行った後、国の基準を確認した上で速やかな本体工事着手ができるよう、所要の財源措置を講じられたい。
また、槇尾川ダムについては、現在、その治水手法について府としての検証を行っており、検証結果が出次第、槇尾川の治水対策について、所要の財源措置を講じられたい。
２．防災公園の整備

・大都市圏においては用地単価が高く、防災公園の面的な拡大が困難であることから、法律に定めのある補助率の適用を廃止し、地方自らがその責任と判断で事業を推進できるよう、所要の財源措置を講じられたい。
３．港湾整備の推進

・京阪神都市圏における大規模災害への対応力強化として、堺２区の基幹的広域防災拠点の推進を図られたい。
・堺泉北港の国際競争力の強化と地域産業の活性化に係る汐見沖地区の岸壁整備（－１１ｍ岸壁）にあたり、所要の財源措置を講じられたい。
・堺２区の基幹的広域防災拠点の維持管理経費について、港湾管理者だけでなく広域的な負担が可能となる制度を創設されたい。
・計画的に港湾施設の長寿命化対策、海岸保全施設の高潮対策・老朽化対策を行うにあたり、所要の財源措置を講じられたい。
・大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェニックス事業）の推進にあたり、港湾管理者の負担軽減のため、残余分配制度の見直しを講じられたい。
４．下水道の整備

・下水道機能における改築・更新事業の円滑かつ計画的な推進のため、所要の財源措置を講じられたい。
・都市部における内水氾濫対策を推進するため、寝屋川流域下水道の増補幹線の整備促進に所要の財源措置を講じられたい。
魅力的なまちづくり
１．都市景観形成へ向けた無電柱化の促進
・無電柱化の促進に向け、景観法の景観計画区域の重点地区や府県や地域レベルの独自制度に基づく重点地区等、電線共同溝方式での無電柱化実施エリアを拡大されたい。

２．水の都大阪の再生

・水都大阪の実現に向け、水質改善の行動計画である寝屋川流域清流ルネッサンスⅡ推進のため、所要の財源措置を講じられるとともに、淀川への安定的な浄化導水など実現されたい。
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